
めざす成果 施策の展開 取り組み内容 事業名 　担当課

いじめ・不登校等対策事業 指導室

不登校児童生徒援助事業 青少年相談室

青少年相談室

指導室

人権教育推進事業（再掲） 指導室

人権啓発事業（再掲）

人権相談支援事業（再掲）

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）

4.54%
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　個別目標

100.0% 100.0%
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不登校やいじめの問題が少なくなっている

成
果
を
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①
不登校児童・
生徒の割合

②
いじめ問題の
解消率

0.58%

実績値
（Ｈ２６）

0.51%

96.0%

100.0%

中間目標値
（Ｈ２８）

平成２８年度「めざす成果」の達成に向けた進行管理シート

２－２－２　不登校やいじめの問題が少なくなっている

　健康領域・基本目標

100.0%98.6%

青少年相談･街頭補導事業（再掲）

いじめ・不登校等対策事業（再掲）

実績値
（Ｈ２７）

子どもの生きる力を育む

人の健康・子どもが生き生きと育つまち

「めざす成果」を達成するための施策展開（ロジックツリー）
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指標の名称 計画策定時
（Ｈ２０）

　めざす成果

前期基本計画

国際・男女共同参画課

国際・男女共同参画課

後期基本計画

所　管　部 教育部

注）例年どおりの事業展開を予定している事務事業については、特段の記
載をしていません。

新規事業の立案

100.0%

不登校やいじめで苦しむ児童・生徒への支援体制が整い、未然防止や早期対応による解決が進ん
でおり、子どもが毎日安心して学校に通っています。

実績値
（Ｈ２５）

最終目標値
（Ｈ２５）

事業の廃止・縮減

事業の効率化

その他見直し

構成事業に対する考え方
（事業の量及び実施手法）

・これまでの取組により一定の成果が見られますが、いじめ問題は、い
　つ・どこでも、誰にでも起こる可能性があることから、今後も新しい
　手法も取り入れながら、継続して対応していくことが求められます。
・主観的な判断だけでなく、客観的に判断し組織的に対応することが必
　要であり、集団アセスメントの結果を有効に活用することが望まれま
　す。集団アセスメントでは、問題行動の加害者・被害者とも、特徴的
　な結果が現れる傾向が強いため、特に力を注ぐ必要のある小学校５年
　生、中学校１年生の全児童生徒を対象に実施します。
・これまで実施してきた児童生徒指導に関する研修会は、各学校の代表
　者が出席する形式であり、教員全体への周知に課題がありました。こ
　のため、指導主事が直接各小中学校に出向き、全教員を対象とした訪
　問研修を新たに実施します。
・スクールソーシャルワーカー等の派遣により、不登校の初期対応を
　行ってきましたが、不登校の原因が複雑化しています。不登校の原因
　について学校と連携して分析し、きめ細やかな対応を行う必要があり
　ます。

【いじめの撲滅、不登校児童生徒の減少を図る】
・初任の教職員や小中学校へ入学した児童生徒の保護者を対象に、いじ
　め問題を周知啓発するリーフレットを配布（毎年実施）しました。ま
　た、いじめ発見のための児童生徒対象のアンケートを全小学校で実施
　し、一人ひとりの現状の把握に努め、年間３～４回のいじめ認知件
　数、長期欠席者の調査を行うことや、いじめ暴力行為防止ポスターコ
　ンクール・いじめフォーラムなどを通していじめ問題への啓発を行う
　ことで、いじめの未然防止・早期発見・早期対応につながりました。
・小学校において校内指導体制の充実を図るため、児童支援中核教諭を
　全校に配置し、児童指導の中心的な存在として効果的な役割を果たし
　ました。
・小学校５，６年生及び中学校１，２年生を対象に集団アセスメントを
　実施し（市立小中学校の１／３）、客観的な結果を踏まえて、集団作
　りの技術を取り入れることにより、不登校を出さないための教職員の
　指導力の向上、早期発見・早期対応による解決につながりました。
・教職員に対しては、共通認識を持って児童・生徒を理解し問題解決を
　図るため、学校に出向き校内研修等で指導・助言をしました。
・不登校児童生徒が通室する学校外の施設として教育支援教室（まほろ
　ば教室）を１９７日開室しました。
・不登校児童生徒の学校復帰を目指してカウンセリング、学習支援、人
　間関係づくり等の援助を行いました。

今後の展開方針

平成２７年度までの
取り組み内容

既存事業の拡充

・児童生徒の客観的判断を進めるため、特に力を
　注ぐ必要のある小学校５年生、中学校１年生の
　全児童生徒を対象に集団アセスメントを実施し
　ます。
・不登校児童支援員を重点小学校に配置します。

・いじめ・不登校等対策
　事業
・不登校児童生徒援助
　事業

100.0%

最終目標値
（Ｈ３０）

2.51% 2.22%

0.29% 0.25%

2-2-2
不登校やいじめの問題が
少なくなっている

2-2-2-1
いじめの撲滅、不登校児
童生徒の減少を図る

①
児童・生徒の不安や悩みに対
する相談や指導の体制を整え

る

②
各小中学校のいじめ対策活動

を推進する


